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新教育委員会制度下での首長による教育委員会の統制 

―2015 年度総合教育会議・大綱の運用実態から― 

本田哲也 

Control over the Board of Education by Mayor under New System of Board of Education:  
Report on the Survey of the Council on Educational Policy and Educational Outline in 2015 

Tetsuya HONDA 

The purpose of this paper is to clarify the pattern of ex-ante control of the Boards of Education by mayors under the 
new Board of Education system, using the principal-agent theory. In particular, I focus on the council on educational 
policy and the educational outline for annual performance in prefectures and designated cities, using an analysis of 
aggregate data. According to the principal-agent theory, this system gives them a power to control over the Boards of 
Education by mayors.  

The following is the finding of this research. In some municipalities, mayors tend to strengthen a control over the 
Boards of Education: on the other hand, in the other municipalities, mayors tend to loosen a control over the Boards of 
Education. As a result, mayors do not always exert power to control the Boards of Education.   
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1．はじめに 

2015 年度から新教育委員会制度が施行され既に 1
年が経過した。教育委員会制度改革は、第二次安倍

晋三政権成立後、予見性の高い政策課題であった1。

本人・代理人論に照らして考えれば、エージェンシ

ー・スラックをできうる限り低減させるために、打

つべき手の多くが打たれたと考えられる。なぜなら、

一部自治体においては、既に実践済みの政策手段が

採用されたこと2から、「先進自治体」による先行的

な取り組みが政策パッケージとなっているとも言え

るからである。一方で、学界には“1956 年地教行法

制定以来の教育委員会制度の全面改定”（髙橋 2015）
とのインパクトをもって受け止められている。いず

れにせよ、今次の教育委員会制度改革により、首長

による教育行政への関与は容易になったのである

（小川・村上 2014：20 頁）。 
しかし、教育委員会制度改革に関する研究は、髙
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ᶫ（�01�）がᩚ⌮するように、いࡎれもἲ制度上の

㆟論に␃まっている。༑ศに経験的なࢹーࢱが⵳✚

されているとはゝいがたいが、新教育委員会制度᪋

行から 1 年が経過したこともあり、経験的なࢹーࢱ

をもって新制度に㛵するศᯒを進めなければ、制度

ᨵ㠉のᙳ㡪も༑ศに検ドすることはできない。ࡑの

ため、本稿では、�01� 年度の新教育委員会制度の㐠

⏝実ែを手᥃かりとして、㤳長・教育委員会間㛵ಀ

に㛵するศᯒを行う。ල体的には、新教育委員会制

度下で新たに௜୚された政策手ẁとしての⥲ྜ教育

会㆟およࡧ大⥘に╔┠して、新制度下での㤳長・教

育委員会間㛵ಀについて実ែをᩚ⌮し、ࡑの特ᚩを

᫂らかにする。 
 
�㸬ඛ行研究࡜⌮論ᯟ⤌ࡳ 

 

新教育委員会制度に㛵する研究は、㧘ᶫ（�01�）
による体⣔的なࣞࣗࣅーがある。㧘ᶫは、͆政策ᢈุ

ᆺアࣟࣉーࢳ 、͇͆ ⣲ᮦᥦ౪ᆺアࣟࣉーࢳ 、͇͆ ἲつゎ

ㄝᆺアࣟࣉーࢳ 、͇͆ ἲゎ㔘学アࣟࣉー͇ࢳという �
つのアࣟࣉーࢳにより新教育委員会制度に㛵する研

究ືྥをᩚ⌮する。本論文は、ゝうなれば � つ┠の

アࣟࣉーࢳである「経験ศᯒᆺアࣟࣉーࢳ」とゝえ

る。これまでは、ᨵ正地方教育行政の⤌⧊ཬࡧ㐠Ⴀ

に㛵するἲᚊ（௨下、ᨵ正ἲ）制ᐃ過程におけるᑂ

㆟経過や᪋行㏻▱にᇶ࡙いたἲつゎㄝや᠇ἲ、教育

ᇶ本ἲ等の᪤存ἲ制度に↷らして⪃えるἲゎ㔘が୺

ὶであったが、制度᪋行後は、上㏙の論Ⅼに加え、

制度の㐠⏝実ែにᇶ࡙く経験ศᯒアࣟࣉーࢳがᚲ要

である。 
また、今次制度ᨵ㠉により教育長⫋は、特別⫋と

なった。㆟会ྠ意がᚲ要とはいえ、㤳長による௵ච

がྍ⬟になったことが大きな特ᚩであると指᦬され

ている（㎷村 �01�㸸�� 㡫）。教育長が政治௵⏝⫋で

あることを㚷ࡳれば、㤳長の௦⌮ேとして教育長を

఩⨨࡙けることができ、本ே・௦⌮ே論を㐺⏝し、

㤳長・教育長間㛵ಀをศᯒすることがྍ⬟となる。 
本ே・௦⌮ே論3から新教育委員会制度をᤊえると、

本ேたる㤳長が௦⌮ேたる教育長にᑐして、コࣥト

ࣟーࣝする手ẁを㤳長に௜୚したものであると⪃え

られる。᭮ᡃは、௦⌮ேが本ேの意ᅗに反する行ື

を取った⤖果生ࡎるエーࢩ࢙ࣥࢪー・スラࢡࢵをప

ῶさせるためには、事前と事後のコࣥトࣟーࣝがあ

ることを指᦬する�。͆事前コࣥトࣟー �ࣝ の͇┠的は、

いかに͆⬟力があり政策㑅ዲも㏆いᐁ൉を௦⌮ேと

して㑅ࡧฟし、ࣜࢯース（㈨※）を௜୚する͇かで

あり、͆ 事後コࣥトࣟーࣝ の͇┠的は、いかに͆ 政策

実᪋において、ᐁ൉がᛰけたり、㐓⬺行ືをとった

りすることをᢚṆする͇かである（᭮ᡃ �013㸸��
㡫）。本稿では、いかに㐺切な௦⌮ேを㑅ᢤし、ࡑの

௦⌮ேへ㈨※を௜୚するのかというほⅬから、事前

コࣥトࣟーࣝに╔┠する。事前コࣥトࣟーࣝには、

͆㑅ᢤ方式 、͇͆ 政策ᙧ成手⥆き 、͇͆ ⤌⧊編制͇とい

う 3 つの手ἲがある6（᭮ᡃ �013㸸��－�� 㡫）。 
第 1 の㑅ᢤ方式には、自⏤௵⏝か㈨᱁௵⏝かとい

う � つの㢮ᆺがあり、前者がいわࡺるࣃトࣟࢿーࢪ

であり、後者が࣓ࣜࢵト・ࢩステ࣒と࿧ばれるもの

である。自⏤௵⏝と㈨᱁௵⏝の大きな㐪いは、௵⏝

に際して、ᐈほ的にド᫂ྍ⬟なᑓ㛛的▱㆑やᢏ⬟を

ᣢྜࡕわせているかを問うⅬに㐪いがあり、前者は

れを㔜どする。ᡓ後のࡑ後者は、ࡎれをᚲ要とせࡑ

一᫬期を㝖いて、教育長は㈨᱁௵⏝ではなく、自⏤

௵⏝であった�。一見すると自⏤௵⏝の࡯うが、本ே

と௦⌮ேとの間の஋㞳を生じさせないように思われ

るが、ᚲࡎしもࡑうではない。なࡐなら、᭮ᡃも指

᦬するように、自⏤௵⏝の場ྜ、͆政策㑅ዲを、外部

からほᐹすることは㞴しい た͇め、͆政治ᐙと㑅ዲが

一⮴しない者が、あたかも一⮴しているかのように

ഇることはྍ⬟（͇᭮ᡃ �013㸸�6 㡫）だからである。 
第 � の政策ᙧ成手⥆きとは、͆政策ᙧ成や政策実᪋

の際のࣝーࣝを策ᐃしておくこと （͇᭮ᡃ �013㸸�6
㡫）である。ල体的には、政策ᙧ成のࣝーࣝは、͆ 政

策᱌の作成にあたって、どのேࠎの意見を⫈取しな

ければならないとか、どこから᝟ሗ཰集をしなけれ

ばならないか、ㄡのྠ意を取り௜けなければならな

いかといったことをỴめておく （͇᭮ᡃ �013㸸�6－
�� 㡫）ことを指している。また、政策実᪋のࣝーࣝ

は、͆行政手⥆ἲに௦表されるものであり、チㄆྍ等

の行政行Ⅽのᇶ準を᫂☜໬し、ฎ⌮の手順や期間を

ᐃめておくこと （͇᭮ᡃ �013㸸�� 㡫）であるとして

いる。政策ᙧ成や政策実᪋のࣝーࣝをᐃめておくこ

とは、政治ᐙのᨭᣢᇶ┙となる集ᅋやಶேの฼┈が、
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ᶫ（�01�）がᩚ⌮するように、いࡎれもἲ制度上の

㆟論に␃まっている。༑ศに経験的なࢹーࢱが⵳✚

されているとはゝいがたいが、新教育委員会制度᪋

行から 1 年が経過したこともあり、経験的なࢹーࢱ

をもって新制度に㛵するศᯒを進めなければ、制度

ᨵ㠉のᙳ㡪も༑ศに検ドすることはできない。ࡑの

ため、本稿では、�01� 年度の新教育委員会制度の㐠

⏝実ែを手᥃かりとして、㤳長・教育委員会間㛵ಀ

に㛵するศᯒを行う。ල体的には、新教育委員会制

度下で新たに௜୚された政策手ẁとしての⥲ྜ教育

会㆟およࡧ大⥘に╔┠して、新制度下での㤳長・教

育委員会間㛵ಀについて実ែをᩚ⌮し、ࡑの特ᚩを

᫂らかにする。

�㸬ඛ行研究࡜⌮論ᯟ⤌ࡳ

新教育委員会制度に㛵する研究は、㧘ᶫ（�01�）
による体⣔的なࣞࣗࣅーがある。㧘ᶫは、͆政策ᢈุ

ᆺアࣟࣉーࢳ 、͇͆ ⣲ᮦᥦ౪ᆺアࣟࣉーࢳ 、͇͆ ἲつゎ

ㄝᆺアࣟࣉーࢳ 、͇͆ ἲゎ㔘学アࣟࣉー͇ࢳという �
つのアࣟࣉーࢳにより新教育委員会制度に㛵する研

究ືྥをᩚ⌮する。本論文は、ゝうなれば � つ┠の

アࣟࣉーࢳである「経験ศᯒᆺアࣟࣉーࢳ」とゝえ

る。これまでは、ᨵ正地方教育行政の⤌⧊ཬࡧ㐠Ⴀ

に㛵するἲᚊ（௨下、ᨵ正ἲ）制ᐃ過程におけるᑂ

㆟経過や᪋行㏻▱にᇶ࡙いたἲつゎㄝや᠇ἲ、教育

ᇶ本ἲ等の᪤存ἲ制度に↷らして⪃えるἲゎ㔘が୺

ὶであったが、制度᪋行後は、上㏙の論Ⅼに加え、

制度の㐠⏝実ែにᇶ࡙く経験ศᯒアࣟࣉーࢳがᚲ要

である。

また、今次制度ᨵ㠉により教育長⫋は、特別⫋と

なった。㆟会ྠ意がᚲ要とはいえ、㤳長による௵ච

がྍ⬟になったことが大きな特ᚩであると指᦬され

ている（㎷村 �01�㸸�� 㡫）。教育長が政治௵⏝⫋で

あることを㚷ࡳれば、㤳長の௦⌮ேとして教育長を

఩⨨࡙けることができ、本ே・௦⌮ே論を㐺⏝し、

㤳長・教育長間㛵ಀをศᯒすることがྍ⬟となる。

本ே・௦⌮ே論3から新教育委員会制度をᤊえると、

本ேたる㤳長が௦⌮ேたる教育長にᑐして、コࣥト

ࣟーࣝする手ẁを㤳長に௜୚したものであると⪃え

られる。᭮ᡃは、௦⌮ேが本ேの意ᅗに反する行ື

を取った⤖果生ࡎるエーࢩ࢙ࣥࢪー・スラࢡࢵをప

ῶさせるためには、事前と事後のコࣥトࣟーࣝがあ

ることを指᦬する�。͆事前コࣥトࣟー �ࣝ の͇┠的は、

いかに͆⬟力があり政策㑅ዲも㏆いᐁ൉を௦⌮ேと

して㑅ࡧฟし、ࣜࢯース（㈨※）を௜୚する͇かで

あり、͆ 事後コࣥトࣟーࣝ の͇┠的は、いかに͆ 政策

実᪋において、ᐁ൉がᛰけたり、㐓⬺行ືをとった

りすることをᢚṆする͇かである（᭮ᡃ �013㸸��
㡫）。本稿では、いかに㐺切な௦⌮ேを㑅ᢤし、ࡑの

௦⌮ேへ㈨※を௜୚するのかというほⅬから、事前

コࣥトࣟーࣝに╔┠する。事前コࣥトࣟーࣝには、

͆㑅ᢤ方式 、͇͆ 政策ᙧ成手⥆き 、͇͆ ⤌⧊編制͇とい

う 3 つの手ἲがある6（᭮ᡃ �013㸸��－�� 㡫）。

第 1 の㑅ᢤ方式には、自⏤௵⏝か㈨᱁௵⏝かとい

う � つの㢮ᆺがあり、前者がいわࡺるࣃトࣟࢿーࢪ

であり、後者が࣓ࣜࢵト・ࢩステ࣒と࿧ばれるもの

である。自⏤௵⏝と㈨᱁௵⏝の大きな㐪いは、௵⏝

に際して、ᐈほ的にド᫂ྍ⬟なᑓ㛛的▱㆑やᢏ⬟を

ᣢྜࡕわせているかを問うⅬに㐪いがあり、前者は

れを㔜どする。ᡓ後のࡑ後者は、ࡎれをᚲ要とせࡑ

一᫬期を㝖いて、教育長は㈨᱁௵⏝ではなく、自⏤

௵⏝であった�。一見すると自⏤௵⏝の࡯うが、本ே

と௦⌮ேとの間の஋㞳を生じさせないように思われ

るが、ᚲࡎしもࡑうではない。なࡐなら、᭮ᡃも指

᦬するように、自⏤௵⏝の場ྜ、͆政策㑅ዲを、外部

からほᐹすることは㞴しい た͇め、͆政治ᐙと㑅ዲが

一⮴しない者が、あたかも一⮴しているかのように

ഇることはྍ⬟（͇᭮ᡃ �013㸸�6 㡫）だからである。

第 � の政策ᙧ成手⥆きとは、͆政策ᙧ成や政策実᪋

の際のࣝーࣝを策ᐃしておくこと （͇᭮ᡃ �013㸸�6
㡫）である。ල体的には、政策ᙧ成のࣝーࣝは、͆ 政

策᱌の作成にあたって、どのேࠎの意見を⫈取しな

ければならないとか、どこから᝟ሗ཰集をしなけれ

ばならないか、ㄡのྠ意を取り௜けなければならな

いかといったことをỴめておく （͇᭮ᡃ �013㸸�6－
�� 㡫）ことを指している。また、政策実᪋のࣝーࣝ

は、͆行政手⥆ἲに௦表されるものであり、チㄆྍ等

の行政行Ⅽのᇶ準を᫂☜໬し、ฎ⌮の手順や期間を

ᐃめておくこと （͇᭮ᡃ �013㸸�� 㡫）であるとして

いる。政策ᙧ成や政策実᪋のࣝーࣝをᐃめておくこ

とは、政治ᐙのᨭᣢᇶ┙となる集ᅋやಶேの฼┈が、
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政治ᐙがಶ別᱌௳に介入せࡎとも、実⌧されること

を┠指すものである。ࡑのため、政策ᙧ成に際して、

より多くのࣝーࣝを本ேである政治ᐙがᐃめること

は、事前コࣥトࣟーࣝのᙉ໬を志ྥしていると⪃え

ることができる。 
第 3 の⤌⧊編制について、⤌⧊編制を㏻じて行う

コࣥトࣟーࣝの手ἲは、௨下の 3 つである。第 1 に、

͆省ᗇ෌編などの機ᵓ෌編͇をどの程度行うか、第

� に、行政委員会のような͆⊂❧ᛶの高い部ศ͇を

いかにṧしておくか、第 3 に、͆トࣥ࢘ࢲ・ࣉࢵと࣎

ト࣒・アࣉࢵのどࡕらでㄪᩚを行うのか͇といった

͆機ᵓ෌編の㢖度、⊂❧ᛶ、ㄪᩚᙧែ͇といった 3
つのコࣥトࣟーࣝがあることを᭮ᡃは指᦬している

（᭮ᡃ �013㸸�6－�� 㡫）。ࡑのため、機ᵓ෌編の㢖

度が多く、⊂❧ᛶがపく、トࣥ࢘ࢲ・ࣉࢵによるㄪ

ᩚが行われるのであれば、事前コࣥトࣟーࣝのᙉ໬

を志ྥしていると⪃えることができる。 
᭮ᡃの⌮論ᯟ⤌ࡳに༶して、今次の新教育委員会

制度の大きな変᭦Ⅼである新教育長の௵⏝、大⥘、

⥲ྜ教育会㆟をᤊえると、上㏙してきた 3 つの事前

コࣥトࣟーࣝにᑐᛂするᙧでᩚ⌮できる。新教育長

௵⏝に㛵するࣝーࣝの変᭦は、第 1 の㑅ᢤ方式の制

度ᨵ㠉にあたる。㤳長がᐃめることができるとされ

た大⥘は第 � の政策ᙧ成手⥆きにあたる。㤳長がᣍ

集することができるとされた⥲ྜ教育会㆟は、第 �
の政策ᙧ成手⥆きと第 3 の⤌⧊編制にまたがるもの

として⌮ゎすることができる。 
このことから、本ே・௦⌮ே論に↷らせば、新教

育委員会制度は、本ேから௦⌮ேへの事前コࣥトࣟ

ーࣝを行う政策手ẁを௜୚したᨵ㠉であると⌮ゎで

きる。⌮論的には、௨上のようにᩚ⌮できるが、事

前コࣥトࣟーࣝがどの程度行われているのかは、ྛ

自治体における実ែをᢕᥱするᚲ要がある。 
᪤に、3 つの事前コࣥトࣟーࣝのうࡕ第 1 の㑅ᢤ

方式にあたる新教育⏝௵⏝に㛵するࣝーࣝの変᭦に

㛵して、本田（�016）が検討を行っている。本田は、

都㐨ᗓ┴・指ᐃ都ᕷにᑐ㇟を㝈ᐃしたものであるが、

㤳長に㛵する要ᅉと教育長に㛵する要ᅉによって、

新教育長௵⏝が行われていることを᫂らかにしてい

る。ල体的には、㤳長の┤前㑅ᣲでの得⚊⋡がపく、

⌧教育長が行政⫋ฟ身者である場ྜに、㤳長は新教

育長の௵࿨を行うㄏᅉをもつことがศかっている。

また、教育長の経Ṕの変໬というほⅬからは、行政

⫋ฟ身教育長であれば、別の行政⫋ฟ身教育長へ஺

௦し、教⫋ฟ身教育長であれば、ྠ一ே≀が෌ࡧ௵

⏝されるഴྥにあることを᫂らかにしている。しか

し、⥲ྜ教育会㆟や大⥘に㛵する検討が༑ศに行わ

れてはいないという課題がṧる。 
ࡴれにᑐして、᪤に、⥲ྜ教育会㆟の㐠⏝をྵࡑ

新教育委員会制度の実ែについては、文部科学省ึ

等中等教育ᒁによるᩘ度にわたるㄪᰝࢹーࢱ（௨下、

文科省ㄪᰝ）がබ表されている。このࢹーࢱにより、

⥲ྜ教育会㆟のᕷ町村ࣞ࣋ࣝの実ែのᤕᤊ、年度内

の異地Ⅼ間のẚ㍑（6 月と 1� 月）はྍ⬟となるもの

の、年度を༢఩としたࢹーࢱのᵓ⠏・ศᯒが不༑ศ

であり、また都㐨ᗓ┴と指ᐃ都ᕷをྜ⟬した集計ࢹ

ーࢱのබ開であるため、都㐨ᗓ┴と指ᐃ都ᕷのഴྥ

の㐪いを検討できないというḞⅬがある。 
こで本稿は、都㐨ᗓ┴・指ᐃ都ᕷに㝈られたもࡑ 

のとなるが、�01� 年度 1 年間の⥲ྜ教育会㆟の㐠⏝

実ែを᫂らかにすることを㏻じて、㤳長・教育委員

会間の実ែを経験的なࢹーࢱによって᫂らかにしよ

うとするものである。 

3㸬ࡢࢱ࣮ࢹᴫせ࣭ศᯒᡭἲ 

本稿がᑐ㇟とするのは、都㐨ᗓ┴、指ᐃ都ᕷのྛ

自治体である�。⥲ྜ教育会㆟は、政策ᙧ成手⥆きと

⤌⧊編制に㛵わるものであるから、ࡑの㐠⏝実ែの

ᢕᥱに際して、ձ⥲ྜ教育会㆟の開ദᅇᩘ、ղ⥲ྜ

教育会㆟の事務ᒁ、ճ⥲ྜ教育会㆟への参加者の 3
つの㡯┠に╔┠するᚲ要がある。大⥘は、政策ᙧ成

手⥆きに㛵わるものであるから、ձ大⥘策ᐃのࣟࣉ

⫈ス、ղ大⥘策ᐃにあたってఫẸや有㆑者の意見ࢭ

取の有無、ճ大⥘のᑐ㇟期間の 3 つの㡯┠に╔┠す

るᚲ要がある。これらの㡯┠の多くは、前㏙した文

科省ㄪᰝと㔜」するが、㉁的なࢹーࢱศᯒも㔜どす

ることから、より⣽かくࢹーࢱ཰集を行った。例え

ば、⥲ྜ教育会㆟の事務ᒁについては、㤳長部ᒁか

教育委員会かの㐪いだけではなく、㤳長部ᒁの場ྜ

は、ල体的にどの部ᒁが担っているのかを特ᐃした。

௚にも、大⥘策ᐃのࢭࣟࣉスでは、᪤存計画をもと
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に作成したか、᪤存計画で௦᭰したのかに加え、当

ヱ自治体のㅖ計画の体⣔、ල体的には⥲ྜ計画と地

方教育振興ᇶ本計画の㛵ಀにもὀ意をᡶった。この

ようなⅬを⪃៖し、௨上の㡯┠について都㐨ᗓ┴と

指ᐃ都ᕷを区別して、集計ࢹーࢱによるศᯒを行う。 
の཰集については、筆者がྛ都㐨ᗓ┴およࢱーࢹ

指ᐃ都ᕷのࡧ +3 でබ開されている⥲ྜ教育会㆟に

㛵する࣌ーࢪから、⥲ྜ教育会㆟の㆟事㘓等も参↷

しながら、ࢹーࢱをᩚ⌮・集計した。あわせて、+3
や㆟事㘓だけでุ᫂しなかった⟠ᡤについては、ྛ

自治体へಶ別に問いྜわせを行った。 
 
�㸬ศᯒ 
 
௨下では、⥲ྜ教育会㆟の開ദᅇᩘ、⥲ྜ教育会

㆟の事務ᒁ、⥲ྜ教育会㆟の参加者、大⥘の策ᐃࣉ

スと意見⫈取の有無、大⥘の策ᐃ期間についてࢭࣟ

都㐨ᗓ┴と指ᐃ都ᕷをẚ㍑しながら、ࡑの実ែをᢕ

ᥱする。 
 
���㸬⥲ྜ教育఍㆟ࡢ㛤ദᅇ  ᩘ
第 1 に、⥲ྜ教育会㆟の開ദᅇ �ᩘに㛵してᩚ⌮す

る。表 1 は、都㐨ᗓ┴と指ᐃ都ᕷを別に集計し、ẚ

㍑したものである。都㐨ᗓ┴では平ᆒ 3�3 ᅇ、指ᐃ

都ᕷでは、平ᆒ 3�� ᅇであった。都㐨ᗓ┴も指ᐃ都

ᕷも最ᑠ開ദᅇᩘは、1 ᅇであり、都㐨ᗓ┴では、

大㜰ᗓ・⇃本┴がヱ当する。指ᐃ都ᕷでは、ᶓ὾ᕷ

がヱ当する。最多開ദᅇᩘは、都㐨ᗓ┴では୕㔜┴

の 11 ᅇ、高▱┴の � ᅇ、⁠㈡┴・ᚨ島┴の 6 ᅇ、ᇸ

玉┴・㟼ᒸ┴の � ᅇがᣲげられる。指ᐃ都ᕷでは、

ᒸ山ᕷの � ᅇ、௝ྎᕷの � ᅇがᣲげられる。 
 平ᆒ 3 ᅇという開ദᅇᩘは、� 月から新制度がス

�、ートしたことを⪃えればࢱ か月に 1 ᅇの࣌ース

であるが、�01� 年は⤫一地方㑅ᣲが行われ、多くの

都㐨ᗓ┴・指ᐃ都ᕷにおいて㆟会㆟員㑅ᣲが行われ

たこと、また、新教育長のྠ意ே事があった。これ

らの要ᅉが、開ദᅇᩘにᙳ㡪を୚えたのかを⪃える。

⤖こで、ึᅇの開ദ月に╔┠すると、次のようなࡑ

果が得られた。� 月にึᅇを開ദした都㐨ᗓ┴は、

16、指ᐃ都ᕷは、6 であった。� 月は、都㐨ᗓ┴は

16、指ᐃ都ᕷは � である。6 月は、都㐨ᗓ┴で 1�、

指ᐃ都ᕷで �、� 月は、都㐨ᗓ┴はヱ当なし、指ᐃ都

ᕷで �、� 月は、都㐨ᗓ┴で 1、指ᐃ都ᕷではヱ当な

し、� 月௨㝆は、都㐨ᗓ┴で �、指ᐃ都ᕷで 1 あった。

都㐨ᗓ┴・指ᐃ都ᕷいࡎれも過༙ᩘが � 月もしくは

� 月に⥲ྜ教育会㆟のึᅇを開ദしていることがศ

かった。このことから、教育委員長のṧりの௵期や

教育長の௵⏝とは⊂❧に⥲ྜ教育会㆟の㐠Ⴀを行っ

ていることがศかる。 
 ⥲ྜ教育会㆟の開ദᅇᩘの多ᐻは、政策ᙧ成手⥆

きにおいて、୧義的な意味ྜいをᣢつ。第 1 に、開

ദᅇᩘが多ければ多い࡯ど、㤳長は事前コࣥトࣟー

ࣝをᙉ໬しようとする意ᅗがあると⪃えられる。こ

れは、㤳長の教育行政への㛵୚志ྥとしてㄞ᭰ࡳえ

ることもྍ⬟である。つまり、㤳長自身が、͆ ㆙ᐹᕠ

ᅇᆺ（SROLFH SDWURO）͇（᭮ᡃ �013㸸�� 㡫）┘どを┤᥋

行うことを意味している。しかし、本ேたる㤳長か

らすれば͆㈝⏝が大き͇いという㞴Ⅼも生ࡎる（᭮

ᡃ �013㸸�� 㡫）。反ᑐに開ദᅇᩘがᑡないことは、

㤳長が事前コࣥトࣟーࣝのᙉ໬をᨺᲠしていると⪃

えられ、教育委員会への委௵かもしくは、教育政策

への無㛵ᚰとしてᤊえることができる。�01� 年度は、

後㏙するように大⥘の策ᐃがあるためにࡑの㝈りで

はないが、年間 � ᅇ程度の㐠⏝としたいという方㔪

をึᅇの⥲ྜ教育会㆟において᪩ࠎに♧す自治体も

一ᐃᩘ存ᅾすることを௜ゝしておく。 
 第 � に、開ദᅇᩘが多いことは、教育委員会ഃの

⇕意もしくは、බ開の場での教育委員会ഃの「฼┈」

のㄝ᫂機会の☜ಖとしてᤊえることもྍ⬟である。

⥲ྜ教育会㆟のタ⨨をめࡄっては、͆㤳長による教育

行政へのᙉᶒ的・┤᥋的な㛵୚というよりも㤳長の

間᥋的なㄪᩚ機⬟をᩚえたもの（͇ᑠᕝ �01�㸸�6 㡫）

というゎ㔘も存ᅾする。ᨵ正ἲ第一᮲のᅄにおいて

も、教育委員会は、協㆟す࡭きල体的事㡯を♧し、

⥲ྜ教育会㆟の開ദをồめることができるとされる。

のため、⥲ྜ教育会㆟の開ദは、㤳長から教育委ࡑ

員会への事前コࣥトࣟーࣝとᤊえるだけではなく、

教育委員会の自発ᛶの指ᶆとしてもᤊえることがྍ

⬟である。ࡑのため、⥲ྜ教育会㆟をຠ果的にά⏝

すれば、͆教育委員会や教育行政にとっても࣓ࣜࢵト͇

（ᑠᕝ �01�㸸�6 㡫）になるྍ⬟ᛶもある。 
 一方で、⥲ྜ教育会㆟の開ദᅇᩘの多ᐻに大きな
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に作成したか、᪤存計画で௦᭰したのかに加え、当

ヱ自治体のㅖ計画の体⣔、ල体的には⥲ྜ計画と地

方教育振興ᇶ本計画の㛵ಀにもὀ意をᡶった。この

ようなⅬを⪃៖し、௨上の㡯┠について都㐨ᗓ┴と

指ᐃ都ᕷを区別して、集計ࢹーࢱによるศᯒを行う。 
の཰集については、筆者がྛ都㐨ᗓ┴およࢱーࢹ

指ᐃ都ᕷのࡧ +3 でබ開されている⥲ྜ教育会㆟に

㛵する࣌ーࢪから、⥲ྜ教育会㆟の㆟事㘓等も参↷

しながら、ࢹーࢱをᩚ⌮・集計した。あわせて、+3
や㆟事㘓だけでุ᫂しなかった⟠ᡤについては、ྛ

自治体へಶ別に問いྜわせを行った。 
 
�㸬ศᯒ 
 
௨下では、⥲ྜ教育会㆟の開ദᅇᩘ、⥲ྜ教育会

㆟の事務ᒁ、⥲ྜ教育会㆟の参加者、大⥘の策ᐃࣉ

スと意見⫈取の有無、大⥘の策ᐃ期間についてࢭࣟ

都㐨ᗓ┴と指ᐃ都ᕷをẚ㍑しながら、ࡑの実ែをᢕ

ᥱする。 
 
���㸬⥲ྜ教育఍㆟ࡢ㛤ദᅇ  ᩘ
第 1 に、⥲ྜ教育会㆟の開ദᅇ �ᩘに㛵してᩚ⌮す

る。表 1 は、都㐨ᗓ┴と指ᐃ都ᕷを別に集計し、ẚ

㍑したものである。都㐨ᗓ┴では平ᆒ 3�3 ᅇ、指ᐃ

都ᕷでは、平ᆒ 3�� ᅇであった。都㐨ᗓ┴も指ᐃ都

ᕷも最ᑠ開ദᅇᩘは、1 ᅇであり、都㐨ᗓ┴では、

大㜰ᗓ・⇃本┴がヱ当する。指ᐃ都ᕷでは、ᶓ὾ᕷ

がヱ当する。最多開ദᅇᩘは、都㐨ᗓ┴では୕㔜┴

の 11 ᅇ、高▱┴の � ᅇ、⁠㈡┴・ᚨ島┴の 6 ᅇ、ᇸ

玉┴・㟼ᒸ┴の � ᅇがᣲげられる。指ᐃ都ᕷでは、

ᒸ山ᕷの � ᅇ、௝ྎᕷの � ᅇがᣲげられる。 
 平ᆒ 3 ᅇという開ദᅇᩘは、� 月から新制度がス

�、ートしたことを⪃えればࢱ か月に 1 ᅇの࣌ース

であるが、�01� 年は⤫一地方㑅ᣲが行われ、多くの

都㐨ᗓ┴・指ᐃ都ᕷにおいて㆟会㆟員㑅ᣲが行われ

たこと、また、新教育長のྠ意ே事があった。これ

らの要ᅉが、開ദᅇᩘにᙳ㡪を୚えたのかを⪃える。

⤖こで、ึᅇの開ദ月に╔┠すると、次のようなࡑ

果が得られた。� 月にึᅇを開ദした都㐨ᗓ┴は、

16、指ᐃ都ᕷは、6 であった。� 月は、都㐨ᗓ┴は

16、指ᐃ都ᕷは � である。6 月は、都㐨ᗓ┴で 1�、

指ᐃ都ᕷで �、� 月は、都㐨ᗓ┴はヱ当なし、指ᐃ都

ᕷで �、� 月は、都㐨ᗓ┴で 1、指ᐃ都ᕷではヱ当な

し、� 月௨㝆は、都㐨ᗓ┴で �、指ᐃ都ᕷで 1 あった。

都㐨ᗓ┴・指ᐃ都ᕷいࡎれも過༙ᩘが � 月もしくは

� 月に⥲ྜ教育会㆟のึᅇを開ദしていることがศ

かった。このことから、教育委員長のṧりの௵期や

教育長の௵⏝とは⊂❧に⥲ྜ教育会㆟の㐠Ⴀを行っ

ていることがศかる。 
 ⥲ྜ教育会㆟の開ദᅇᩘの多ᐻは、政策ᙧ成手⥆

きにおいて、୧義的な意味ྜいをᣢつ。第 1 に、開

ദᅇᩘが多ければ多い࡯ど、㤳長は事前コࣥトࣟー

ࣝをᙉ໬しようとする意ᅗがあると⪃えられる。こ

れは、㤳長の教育行政への㛵୚志ྥとしてㄞ᭰ࡳえ

ることもྍ⬟である。つまり、㤳長自身が、͆ ㆙ᐹᕠ

ᅇᆺ（SROLFH SDWURO）͇（᭮ᡃ �013㸸�� 㡫）┘どを┤᥋

行うことを意味している。しかし、本ேたる㤳長か

らすれば͆㈝⏝が大き͇いという㞴Ⅼも生ࡎる（᭮

ᡃ �013㸸�� 㡫）。反ᑐに開ദᅇᩘがᑡないことは、

㤳長が事前コࣥトࣟーࣝのᙉ໬をᨺᲠしていると⪃

えられ、教育委員会への委௵かもしくは、教育政策

への無㛵ᚰとしてᤊえることができる。�01� 年度は、

後㏙するように大⥘の策ᐃがあるためにࡑの㝈りで

はないが、年間 � ᅇ程度の㐠⏝としたいという方㔪

をึᅇの⥲ྜ教育会㆟において᪩ࠎに♧す自治体も

一ᐃᩘ存ᅾすることを௜ゝしておく。 
 第 � に、開ദᅇᩘが多いことは、教育委員会ഃの

⇕意もしくは、බ開の場での教育委員会ഃの「฼┈」

のㄝ᫂機会の☜ಖとしてᤊえることもྍ⬟である。

⥲ྜ教育会㆟のタ⨨をめࡄっては、͆㤳長による教育

行政へのᙉᶒ的・┤᥋的な㛵୚というよりも㤳長の

間᥋的なㄪᩚ機⬟をᩚえたもの（͇ᑠᕝ �01�㸸�6 㡫）

というゎ㔘も存ᅾする。ᨵ正ἲ第一᮲のᅄにおいて

も、教育委員会は、協㆟す࡭きල体的事㡯を♧し、

⥲ྜ教育会㆟の開ദをồめることができるとされる。

のため、⥲ྜ教育会㆟の開ദは、㤳長から教育委ࡑ

員会への事前コࣥトࣟーࣝとᤊえるだけではなく、

教育委員会の自発ᛶの指ᶆとしてもᤊえることがྍ

⬟である。ࡑのため、⥲ྜ教育会㆟をຠ果的にά⏝

すれば、͆教育委員会や教育行政にとっても࣓ࣜࢵト͇

（ᑠᕝ �01�㸸�6 㡫）になるྍ⬟ᛶもある。 
 一方で、⥲ྜ教育会㆟の開ദᅇᩘの多ᐻに大きな
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ᙳ㡪を୚えるࡑの௚の要ᅉとして、�01� 年度は大⥘

の策ᐃについても⪃៖するᚲ要がある。大⥘の策ᐃ

方ἲ、ල体的には᪤存計画をもとに作成するか、᪤

存計画で௦᭰するのかも⥲ྜ教育会㆟の開ദᅇᩘに

ᙳ㡪を୚えると⪃えられる。このⅬは、後㏙するが、

␃意しなければならない。 
 
表 1 ⥲ྜ教育会㆟の開ദᅇ  ᩘ

 

 
���㸬⥲ྜ教育఍㆟ࡢ஦ົᒁ 
第 � に、⥲ྜ教育会㆟の事務ᒁに㛵してᩚ⌮する。

⥲ྜ教育会㆟のᗢ務を担当する事務ᒁは、「㤳長部

ᒁ」、「教育委員会」、もしくは「ඹྠฎ⌮」の 3 つの

㑅ᢥ⫥がある。表 � は、都㐨ᗓ┴と指ᐃ都ᕷの実ែ

をᩚ⌮したものである。㤳長部ᒁに⨨かれている都

㐨ᗓ┴は 3�（���3�）、指ᐃ都ᕷは、10（�0�0�）で

ある。教育委員会に⨨かれている都㐨ᗓ┴は 1�
（�����）、指ᐃ都ᕷは、�（3��0�）である。▱事部

ᒁと教育委員会のඹྠฎ⌮は、都㐨ᗓ┴が 1（��1�）

（奈Ⰻ┴）、指ᐃ都ᕷは、3（1��0�）（新₲ᕷ、大㜰

ᕷ、福ᒸᕷ）である。都㐨ᗓ┴でも指ᐃ都ᕷでも㤳

長部ᒁに事務ᒁを⨨いた割ྜが高く、都㐨ᗓ┴では

� 割を༨めていることが大きな特ᚩである。このこ

とは、ᨵ正ἲが㤳長に⥲ྜ教育会㆟をᣍ集するᶒ㝈

を୚えたことから、当↛のことのように感じられる

が、ࡑの一方で、都㐨ᗓ┴、指ᐃ都ᕷの約 3 割は、

⥲ྜ教育会㆟の事務ᒁを⿵助執行により教育委員会

に担わせている。加えて、教育委員会事務ᒁに⨨か

れている割ྜは、都㐨ᗓ┴と指ᐃ都ᕷでẚ㍑すると、

指ᐃ都ᕷの࡯うが多いことがศかる。このことは、

㤳長が新制度により௜୚された事前コࣥトࣟーࣝを

ᙉ໬することを志ྥせࡎ、㛵୚することをᨺᲠした

か、もしくは、教育委員会へ委௵した࡯うが、自ら

の政策㑅ዲを実⌧することができると⪃えたྍ⬟ᛶ

がある。 
して、指ᐃ都ᕷは、ඹྠฎ⌮という第ࡑ 3 の㑅ᢥ

⫥を᥇⏝している自治体もᩘはᑡないが存ᅾするこ

とがศかる。 
 

表 � ⥲ྜ教育会㆟の事務ᒁ 

 
 
௨上のことから、⥲ྜ教育会㆟の事務ᒁは、都㐨

ᗓ┴・指ᐃ都ᕷともに㤳長部ᒁが担っていることが

多いことがศかったが、㤳長部ᒁに⨨かれている場

ྜ、どの部⨫に⨨かれているのかを検討するᚲ要が

ある。なࡐなら、㤳長部ᒁが自ら⥲ྜ教育会㆟の事

務ᒁを担うとして、どの部課が担当するかによって、

㤳長の教育政策への㛵୚志ྥをᇉ間見ることができ

ると⪃えるからである。 
こで、次のࡑ � つ、「企画⣔10」、「⥲務⣔」、「教育

⣔11」、「᚟興⣔」という㢮ᆺ໬を行った。表 3 は、

の⤖果をᩚ⌮したものである。企画⣔は、都㐨ᗓࡑ

┴では 1�（�����）、指ᐃ都ᕷでは 6（60�0�）であ

る。⥲務⣔は、都㐨ᗓ┴では 13（3����）、指ᐃ都ᕷ

では �（�0�0�）である。教育⣔およࡧ᚟興⣔は、い

れࡑ、られるᑡᩘ事例ではあるがࡳにࡳれも┴のࡎ

れࡒ �（����）と 1（����）である。 
これらのことから、都㐨ᗓ┴・指ᐃ都ᕷともに、

㤳長部ᒁの中でも、企画⣔部ᒁに⨨かれていること

が多く、次に⥲務部（୺に私学担当）が担当するこ

とが多いことがศかった。都㐨ᗓ┴では、ᑡᩘなが

ら、文໬・ス࣏ーࢶをᡤᤸする部ᒁに⨨かれている

こと（㟼ᒸ┴、京都ᗓ）もศかった。 
⥲ྜ教育会㆟の事務ᒁをいࡎれの部課が担当する

のかは、⤌⧊編制に㛵わる問題である。ここから次

の 3 つの特ᚩをㄞࡳ取ることができる。第 1 に、㤳

1ᅇ 2 4.3% 1 5.0% 3 4.5%
2ᅇ 13 27.7% 5 25.0% 18 26.9%
3ᅇ 19 40.4% 8 40.0% 27 40.3%
4ᅇ 7 14.9% 4 20.0% 11 16.4%
5ᅇ 2 4.3% 1 5.0% 3 4.5%
6ᅇ 2 4.3% 䇷 䇷 2 3.0%
7ᅇ 1 2.1% 1 5.0% 2 3.0%
11ᅇ 1 2.1% 䇷 䇷 1 1.5%
合計 47 100.0% 20 100.0% 67 100.0%
出典）筆者作成

都道府県 指定都市 合計

㤳㛗㒊ᒁ 34 72.3% 10 50.0% 44 65.7%
ᩍ⫱ጤဨ఍ 12 25.5% 7 35.0% 19 28.4%
ඹྠฎ⌮ 1 2.1% 3 15.0% 4 6.0%
合計 47 100.0% 20 100.0% 67 100.0%
出典）筆者作成

都道府県 指定都市 合計
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長部ᒁの⥲務⣔、おもに⥲務部私学課等が担当する

場ྜは、当ヱ自治体では、බ❧学校と私❧学校を⥲

ྜ的にᢅおうとする意ᅗがあると⪃えられる。この

ことは、⥲ྜ教育会㆟でのල体的な協㆟事㡯からも

ㄞࡳ取ることができ、私❧学校に㛵する᪋策を⥲ྜ

教育会㆟の㆟題としてᢅう自治体が一ᐃᩘある。  
第 � に、㤳長部ᒁの企画⣔が都㐨ᗓ┴・指ᐃ都ᕷ

に多かったことは、次のゎ㔘が成り❧つ。自治体ࣞ

࣋ࣝでは、͆ ⥲ྜᛶ1� （͇㔠஭ �00�㸸� 㡫）がᙉく志

ྥされ、㤳長部ᒁでは、とりわけ自治体の⥲ྜ計画

の策ᐃを担う企画部㛛やᡓ␎部㛛が「⥲ྜᛶ」をᙉ

く志ྥすると⪃えられる。ࡑのため、㤳長の政策㑅

ዲが最も反ᫎされやすい部ᒁが事務ᒁを担うのが㐺

当だとする意ᅗがあると⪃えられる。この意ᅗ㏻り

であれば、㤳長部ᒁが⥲ྜ教育会㆟の事務ᒁを担う

㝈り、㤳長から教育委員会への事前コࣥトࣟーࣝは

ᙉ໬されるഴྥにあࢁう。ࡑの一方で、教育委員会

は、㤳長のࡳならࡎ企画⣔部ᒁにも教育ண⟬☜ಖの

㔜要ᛶをㄝ得することができるዲ機であるともいえ

る。 
第 3 に、都㐨ᗓ┴・指ᐃ都ᕷともに一ᐃ割ྜが教

育委員会に事務ᒁを௵せていることである。事前コ

ࣥトࣟーࣝとしての⤌⧊編制について、㤳長部ᒁで

はなく、教育委員会に事務ᒁを担わせることは、㤳

長から教育委員会事務ᒁへの委௵の程度が高いこと

がㄞࡳ取れる。 
௨上のことから、⥲ྜ教育会㆟の事務ᒁをどの部

課が担うのかは、非ᖖに㔜要である。今後、⥲ྜ教

育会㆟の㐠⏝実⦼が✚ࡳ㔜なるにつれて、事務ᒁを

担う担当部課の変᭦や、㤳長஺௦による事務ᒁの変

᭦等が生ࡎるのかどうかをὀ意῝くほᐹするᚲ要が

ある。 
 
表 3 㤳長部ᒁが事務ᒁを担う場ྜの担当部課 

 

 
��3㸬⥲ྜ教育఍㆟ࡢཧຍ⪅ 
第 3 に、⥲ྜ教育会㆟への参加者のつᐃについて

ᩚ⌮する。都㐨ᗓ┴・指ᐃ都ᕷを問わࡎ、㤳長、教

育長、教育委員長（新教育長へᮍ⛣行の自治体）、教

育委員がᇶ本であるが、学㆑経験者・実務者のᣍ⮴

に௨下の � つのࣦࣜ࢓エーࣥࣙࢩが見られた。第 1
に、ᜏᖖ的に学㆑経験者を⨨くࢣースである。ල体

的には、奈Ⰻ┴は、「㢳問」を⨨く㐠⏝を行っている。

㫽取┴では、� ྡの有㆑者委員（いࡎれも┴内から

㑅ฟ）を別㏵௵࿨した。第 � に、外部有㆑者がẖᅇ

஺௦ではあるが、ᜏᖖ的に⥲ྜ教育会㆟に参加する

㐠⏝を行っているࢣースである。ල体的には、ᒱ㜧

┴や⁠㈡┴がᣲげられる。ᒱ㜧┴では、外部有㆑者

によるㅮ話が⥲ྜ教育会㆟の㆟題としてẖᅇ⤌ࡳ㎸

まれており、┴外およࡧ┴内からே㑅が行われてい

る。⁠㈡┴では、┴内の実務者からẖᅇ意見⫈取を

行い、ࡑののࡕ、大⥘等に㛵する㆟論を行っている。

また、ᜏᖖ的とはいえないが、┴外の有㆑者につい

て教育委員会特別㢳問を委კし、⥲ྜ教育会㆟で意

見⫈取を行う㐠⏝を行っている୕㔜┴や外部有㆑者

や㛵ಀ者からの意見⫈取に✚ᴟ的に取り⤌ࡴ指ᐃ都

ᕷとしてᒸ山ᕷがᣲげられる。 
 ⥲ྜ教育会㆟の参加者は、政策ᙧ成手⥆きに㛵わ

る問題である。ᨵ正ἲ第一᮲のᅄにおいて、⥲ྜ教

育会㆟のᵓ成員は、㤳長と教育委員会とされている

が、ᚲ要にᛂじて㛵ಀ者や学㆑経験者からの意見の

⫈取がㄆめられている。しかし、௨上のことからࡑ

のような㐠⏝を行っている自治体は、㝈られている

ことがศかった。 
このことから、次の � ㏻りのゎ㔘がྍ⬟である。

第 1 に、多くの自治体では、㤳長が事前コࣥトࣟー

ࣝのᙉ໬を志ྥしていないことである。なࡐなら、

事前コࣥトࣟーࣝをᙉ໬する方策として⪃えられる

自らのᨭᣢᇶ┙である฼┈ᅋ体等の㛵ಀ者を⥲ྜ教

育会㆟に参加させるといったことが㐠⏝では行われ

ていないからである。ࡑの一方で、第 � に㤳長から

すれば、᪤に教育委員௵࿨において、自らのᨭᣢᇶ

┙となる฼┈ᅋ体からの௦⌮ேの㑅ᢤが行われてい

るとも⪃えられる。ࡑうであれば、新たに⥲ྜ教育

会㆟への参加者を加えるといった事前コࣥトࣟーࣝ

௻⏬⣔ 18 52.9% 6 60.0% 24 54.5%
⥲ົ⣔ 13 38.2% 4 40.0% 17 38.6%
ᩍ⫱⣔ 2 5.9% 䇷 䇷 2 4.5%
᚟⯆⣔ 1 2.9% 䇷 䇷 1 2.3%
合計 34 100.0% 10 100.0% 44 100.0%
出典）筆者作成

都道府県 指定都市 合計
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長部ᒁの⥲務⣔、おもに⥲務部私学課等が担当する

場ྜは、当ヱ自治体では、බ❧学校と私❧学校を⥲

ྜ的にᢅおうとする意ᅗがあると⪃えられる。この

ことは、⥲ྜ教育会㆟でのල体的な協㆟事㡯からも

ㄞࡳ取ることができ、私❧学校に㛵する᪋策を⥲ྜ

教育会㆟の㆟題としてᢅう自治体が一ᐃᩘある。  
第 � に、㤳長部ᒁの企画⣔が都㐨ᗓ┴・指ᐃ都ᕷ

に多かったことは、次のゎ㔘が成り❧つ。自治体ࣞ

࣋ࣝでは、͆ ⥲ྜᛶ1� （͇㔠஭ �00�㸸� 㡫）がᙉく志

ྥされ、㤳長部ᒁでは、とりわけ自治体の⥲ྜ計画

の策ᐃを担う企画部㛛やᡓ␎部㛛が「⥲ྜᛶ」をᙉ

く志ྥすると⪃えられる。ࡑのため、㤳長の政策㑅

ዲが最も反ᫎされやすい部ᒁが事務ᒁを担うのが㐺

当だとする意ᅗがあると⪃えられる。この意ᅗ㏻り

であれば、㤳長部ᒁが⥲ྜ教育会㆟の事務ᒁを担う

㝈り、㤳長から教育委員会への事前コࣥトࣟーࣝは

ᙉ໬されるഴྥにあࢁう。ࡑの一方で、教育委員会

は、㤳長のࡳならࡎ企画⣔部ᒁにも教育ண⟬☜ಖの

㔜要ᛶをㄝ得することができるዲ機であるともいえ

る。 
第 3 に、都㐨ᗓ┴・指ᐃ都ᕷともに一ᐃ割ྜが教

育委員会に事務ᒁを௵せていることである。事前コ

ࣥトࣟーࣝとしての⤌⧊編制について、㤳長部ᒁで

はなく、教育委員会に事務ᒁを担わせることは、㤳

長から教育委員会事務ᒁへの委௵の程度が高いこと

がㄞࡳ取れる。 
௨上のことから、⥲ྜ教育会㆟の事務ᒁをどの部

課が担うのかは、非ᖖに㔜要である。今後、⥲ྜ教

育会㆟の㐠⏝実⦼が✚ࡳ㔜なるにつれて、事務ᒁを

担う担当部課の変᭦や、㤳長஺௦による事務ᒁの変

᭦等が生ࡎるのかどうかをὀ意῝くほᐹするᚲ要が

ある。 
 
表 3 㤳長部ᒁが事務ᒁを担う場ྜの担当部課 

 

 
��3㸬⥲ྜ教育఍㆟ࡢཧຍ⪅ 
第 3 に、⥲ྜ教育会㆟への参加者のつᐃについて

ᩚ⌮する。都㐨ᗓ┴・指ᐃ都ᕷを問わࡎ、㤳長、教

育長、教育委員長（新教育長へᮍ⛣行の自治体）、教

育委員がᇶ本であるが、学㆑経験者・実務者のᣍ⮴

に௨下の � つのࣦࣜ࢓エーࣥࣙࢩが見られた。第 1
に、ᜏᖖ的に学㆑経験者を⨨くࢣースである。ල体

的には、奈Ⰻ┴は、「㢳問」を⨨く㐠⏝を行っている。

㫽取┴では、� ྡの有㆑者委員（いࡎれも┴内から

㑅ฟ）を別㏵௵࿨した。第 � に、外部有㆑者がẖᅇ

஺௦ではあるが、ᜏᖖ的に⥲ྜ教育会㆟に参加する

㐠⏝を行っているࢣースである。ල体的には、ᒱ㜧

┴や⁠㈡┴がᣲげられる。ᒱ㜧┴では、外部有㆑者

によるㅮ話が⥲ྜ教育会㆟の㆟題としてẖᅇ⤌ࡳ㎸

まれており、┴外およࡧ┴内からே㑅が行われてい

る。⁠㈡┴では、┴内の実務者からẖᅇ意見⫈取を

行い、ࡑののࡕ、大⥘等に㛵する㆟論を行っている。

また、ᜏᖖ的とはいえないが、┴外の有㆑者につい

て教育委員会特別㢳問を委კし、⥲ྜ教育会㆟で意

見⫈取を行う㐠⏝を行っている୕㔜┴や外部有㆑者

や㛵ಀ者からの意見⫈取に✚ᴟ的に取り⤌ࡴ指ᐃ都

ᕷとしてᒸ山ᕷがᣲげられる。 
 ⥲ྜ教育会㆟の参加者は、政策ᙧ成手⥆きに㛵わ

る問題である。ᨵ正ἲ第一᮲のᅄにおいて、⥲ྜ教

育会㆟のᵓ成員は、㤳長と教育委員会とされている

が、ᚲ要にᛂじて㛵ಀ者や学㆑経験者からの意見の

⫈取がㄆめられている。しかし、௨上のことからࡑ

のような㐠⏝を行っている自治体は、㝈られている

ことがศかった。 
このことから、次の � ㏻りのゎ㔘がྍ⬟である。

第 1 に、多くの自治体では、㤳長が事前コࣥトࣟー

ࣝのᙉ໬を志ྥしていないことである。なࡐなら、

事前コࣥトࣟーࣝをᙉ໬する方策として⪃えられる

自らのᨭᣢᇶ┙である฼┈ᅋ体等の㛵ಀ者を⥲ྜ教

育会㆟に参加させるといったことが㐠⏝では行われ

ていないからである。ࡑの一方で、第 � に㤳長から

すれば、᪤に教育委員௵࿨において、自らのᨭᣢᇶ

┙となる฼┈ᅋ体からの௦⌮ேの㑅ᢤが行われてい

るとも⪃えられる。ࡑうであれば、新たに⥲ྜ教育

会㆟への参加者を加えるといった事前コࣥトࣟーࣝ

௻⏬⣔ 18 52.9% 6 60.0% 24 54.5%
⥲ົ⣔ 13 38.2% 4 40.0% 17 38.6%
ᩍ⫱⣔ 2 5.9% 䇷 䇷 2 4.5%
᚟⯆⣔ 1 2.9% 䇷 䇷 1 2.3%
合計 34 100.0% 10 100.0% 44 100.0%
出典）筆者作成

都道府県 指定都市 合計
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新教育委員会制度下での㤳長による教育委員会の⤫制 

のᙉ໬を志ྥするᚲ要はないとも⪃えられる。この

ことは、制度開ጞ後の༢年度では༑ศに検討できな

いことでもあるので、ྛ自治体での㐠⏝の経過を引

き⥆き検討するᚲ要があると⪃えられる。最後に、

㤳長と教育長のࡳにより⥲ྜ教育会㆟を開ദした実

例は見受けられなかったことも௜ゝしておく。 
 
���㸬大⥘ࡢ⟇ᐃ࡜ࢫࢭࣟࣉពぢ⫈ྲྀࡢ᭷↓ 
第 � に、大⥘の策ᐃࢭࣟࣉスについてᩚ⌮する。

大⥘の策ᐃについては、ᨵ正ἲ᪋行㏻▱においても、

͆地方බඹᅋ体の長が、⥲ྜ教育会㆟において教育

委員会と協㆟・ㄪᩚし、当ヱ計画㹙引⏝者ὀ㸸地方

教育振興ᇶ本計画やࡑの௚計画㹛をもって大⥘に௦

えることとุ᩿した場ྜには、別㏵、大⥘を策ᐃす

るᚲ要はない と͇している。ࡑこで、大⥘について、

᪤存計画をもとに作成した場ྜを、「᪤存計画をもと

に作成」、᪤存計画で௦᭰した場ྜを、「᪤存計画で

௦᭰」、ࡑして「ᮍ策ᐃ」という 3 つの㢮ᆺ໬を行い、

ᩚ⌮した。表 � は、ࡑの⤖果をまとめたものである。

れの割ྜは、「᪤存計画をもとに作成」が都㐨ࡒれࡑ

ᗓ┴では 3�（�����）、指ᐃ都ᕷでは 13（6��0�）で

ある。「᪤存計画で௦᭰」が都㐨ᗓ┴では 11（�3���）、

指ᐃ都ᕷでは �（���0�）である。「ᮍ策ᐃ」は、都

㐨ᗓ┴では 1（��1�）、指ᐃ都ᕷでは �（10�0�）で

ある。このことから、都㐨ᗓ┴、指ᐃ都ᕷともに᪤

存計画をもとに作成が最も多いことがศかった。ま

た、᪤存計画で௦᭰した自治体も、都㐨ᗓ┴・指ᐃ

都ᕷでࡑれࡒれ全体の約 1�� つあることもศかっࡎ

た。 
大⥘について「᪤存計画で௦᭰」よりも「᪤存計画

をもとに作成」を㑅ᢥした場ྜは、㤳長は、事前コ

ࣥトࣟーࣝのᙉ໬を志ྥしていると⪃えられる。一

方で、事前コࣥトࣟーࣝのᙉᙅについては、᪤存計

画策ᐃ᫬のᙳ㡪力㛵ಀもྵめて、ྛ自治体の大⥘と

⥲ྜ計画や地方教育振興ᇶ本計画とをẚ㍑して検討

するᚲ要がある。 
 
 
 
 
 

表 � 大⥘の策ᐃ方ἲ 

 

 
次に、大⥘が当ヱ自治体の計画体⣔にどのように

఩⨨࡙けられるのかをᩚ⌮する。ࡑこで、上㏙した

᪤存計画とはఱかについてもㄪᰝした。都㐨ᗓ┴お

よࡧ指ᐃ都ᕷともに、᪤存計画とは、自治体の上఩

計画にあたる⥲ྜ計画と教育ศ㔝での計画となる地

方教育振興ᇶ本計画を指しており、୧計画とのᩚྜ

ᛶをとるように大⥘の内容をᩚ⌮していることがศ

かった。⥲ྜ計画において、教育ศ㔝にヱ当する㡯

┠を地方教育振興ᇶ本計画とは別にᐃめている自治

体は多く、⥲ྜ計画とのᩚྜᛶをಖࡕながら、地方

教育振興ᇶ本計画を策ᐃしている。大༙の自治体で

は、今ᅇの大⥘を、⥲ྜ計画と地方教育振興ᇶ本計

画の中間に఩⨨するものとᩚ⌮し、大⥘の策ᐃを行

ったようである。また、大⥘策ᐃに際しては、㤳長

は、᪤にᐃめている地方教育振興ᇶ本計画に㓄៖し、

教育委員とのコࣥࢧࣥࢭスが得られやすいようດ力

していることも㆟事㘓からㄞࡳ取れた。この௚にも、

ᕝᓮᕷでは、中学生Ṛஸ事௳にಀるᗇ内ᑐ策会㆟ሗ

࿌᭩の内容も㋃まえて、大⥘を策ᐃしていることが

ศかった。 
次に、大⥘の策ᐃࢭࣟࣉスにおけるẸ意の反ᫎや

有㆑者からの意見⫈取についてᩚ⌮する。意見⫈取

については、次の 3 つの㢮ᆺ໬がྍ⬟である。第 1
に⥲ྜ教育会㆟とは別の会㆟体をタ⨨して、⥲ྜ教

育会㆟と┦஫⿵完的に㐠⏝を行った自治体が、富山

┴、㟼ᒸ┴、福ᒸ┴の 3 ┴であった。第 � に、⥲ྜ

教育会㆟の場で、大⥘策ᐃẁ㝵において有㆑者をᣍ

⮴して検討中の大⥘᱌について意見⫈取を行う㐠⏝

を行った自治体は、ᗈ島┴、ᚨ島┴、高▱┴であっ

た。第 3 に、㤳長がᥦฟした大⥘の⣲᱌や大⥘に┒

り㎸ࡴ内容ࡑのものについてࢡࢵࣜࣈࣃ・コ࣓ࣥト

を実᪋した自治体が、⇃本ᕷであった。 

᪤Ꮡ計⏬䜢
䚷䚷䜒䛸䛻作成

35 74.5% 13 65.0% 48 71.6%

᪤Ꮡ計⏬䛷
䚷䚷䚷䚷䚷௦᭰

11 23.4% 5 25.0% 16 23.9%

未策定 1 2.1% 2 10.0% 3 4.5%
合計 47 100.0% 20 100.0% 67 100.0%
出典）筆者作成

都道府県 指定都市 合計
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大⥘の策ᐃに際して、どのேࠎの意見の⫈取を行

うのかについては、政策ᙧ成手⥆きの⠊␪である。

㤳長が事前コࣥトࣟーࣝのᙉ໬を志ྥしなければ、

⥲ྜ教育会㆟における㆟論の⤖果により大⥘をᐃめ

ることになるであࢁう。また、⥲ྜ計画や地方教育

振興ᇶ本計画をᐃめる手⥆きとྠ様に、ࢵࣜࣈࣃ

コ࣓ࣥトを実᪋する自治体もあることが᝿ᐃさ・ࢡ

れる。ࡑの一方で、別の会㆟体をタ⨨し大⥘の⣲᱌

を検討させる自治体があったことや、ࡑの会㆟体と

⥲ྜ教育会㆟を┦஫⿵完的にά⏝した自治体は、教

育委員のࡳならࡎᖜᗈく㛵ಀするㅖアࢱࢡーを政策

ᙧ成手⥆きに参加させる㤳長の意ྥがあったことが

᥎論できる。これら自治体では、⌮論的には、㤳長

は事前コࣥトࣟーࣝのᙉ໬を志ྥしたと⪃えられる

が、大⥘策ᐃのためにタ⨨された会㆟が、ࡑのࣟࣉ

スにおいてどのようなᙺ割を果たしたのかは、事ࢭ

前コࣥトࣟーࣝのᙉᙅを検討する上で、㔜要な課題

になると⪃えられる。 

���㸬大⥘ࡢᑐ㇟ᮇ㛫 
第 � に、大⥘のᑐ㇟期間についてᩚ⌮する。大⥘

のᑐ㇟期間については、ᨵ正ἲ᪋行㏻▱にも、͆ἲᚊ

ではᐃめられていない と͇あるが、͆地方බඹᅋ体の

長の௵期が � 年であることや、ᅜの教育振興ᇶ本計

画のᑐ㇟期間が � 年であることに㚷ࡳ、� 年㹼� 年を

᝿ᐃ͇とある。ࡑこで、大⥘のᑐ㇟とする期間をᐃ

めるかྰか、およࡧᐃめる場ྜの期間については、

ྛ自治体に௵されている。ࡑこで、大⥘のᑐ㇟とす

る期間をᐃめる場ྜを、「期間あり」、期間をᐃめな

い場ྜを「期間なし」、ᮍ策ᐃ自治体を「ᮍ策ᐃ」と

して表 � にᩚ⌮した。「期間あり」は、都㐨ᗓ┴では

3�（�����）、指ᐃ都ᕷでは 1�（60�0�）ある。「期間

なし」は、都㐨ᗓ┴では �（1��1�）、指ᐃ都ᕷでは

6（30�0�）ある。ᮍ策ᐃは、表 � とྠᩘの自治体で

ある。このことから、多くの自治体では、ᨵ正ἲ᪋

行㏻▱に༶して、大⥘のᑐ㇟期間をᐃめていること

がศかった。一方で、社会≧ἣにᛂじてᙎ力的に変

᭦ྍ⬟なようにと大⥘がᑐ㇟とする期間を特にᐃめ

ないという㐠⏝を行っている自治体もある。また、

特に期間をᐃめない自治体は、都㐨ᗓ┴より指ᐃ都

ᕷに多く、3 割がヱ当することもศかった。 

また、ᑐ㇟期間をᐃめるとした場ྜに、ྛ自治体

ではどのようにᐃめているのであࢁうか。多くの自

治体では、ᨵ正ἲ᪋行㏻▱の㏻り、「� 年㹼� 年」と

する自治体が多かった。また、一ᐃの割ྜの自治体

において、今ᅇの大⥘の策ᐃが᪤存計画の実᪋㏵中

にᐃめることになったことから、次ᅇの大⥘策ᐃに

ついては、⥲ྜ計画や地方教育振興ᇶ本計画のᨵᐃ

に㐃ືして行えるようᑐ㇟期間をᐃめている自治体

があることが㆟事㘓からもㄞࡳ取れた。 

表 � 大⥘のᑐ㇟期間 

�㸬࡟ࡾࢃ࠾ 

本稿では、本ே・௦⌮ே論を⌮論ᯟ⤌ࡳとして、

新教育委員会制度をどのようにᤊえることができる

のかについて、⌮論的、実ド的に検討した。まࡎ、

⌮論的には、エーࢩ࢙ࣥࢪー・スラࢡࢵをపῶさせ

るために行われる事前コࣥトࣟーࣝにἢうᙧで新教

育委員会制度の制度タ計が行われていることを☜ㄆ

した。ල体的には、新教育長の௵⏝は、㑅ᢤ方式の

制度ᨵ㠉にあたる。大⥘は、政策ᙧ成手⥆きにあた

る。⥲ྜ教育会㆟は、政策ᙧ成手⥆きと⤌⧊編制に

またがるものとして⌮ゎできる。教育委員会への事

前コࣥトࣟーࣝをᙉ໬する政策手ẁが௜୚されてい

ることから、㤳長がᮃめば、⤫制のⰍᙬがᙉい制度

ᨵ㠉となったことは、⌮論的に☜ㄆできる。 
 次に、新教育委員会制度ᨵ㠉の㐠⏝実ែ、とりわ

け⥲ྜ教育会㆟の㐠⏝実ែからは、㤳長による事前

コࣥトࣟーࣝの度ྜいによって、多様な㐠⏝がなさ

れていることがศかった。ල体的には、事前コࣥト

ࣟーࣝのᙉ໬を志ྥしない自治体では、⥲ྜ教育会

㆟は大⥘をᐃめるためだけに開ദする。大⥘の策ᐃ

についても、᪤存計画で௦᭰し、次年度௨㝆は年 �
ᅇ程度の㐠⏝にとどめるといったものである。これ

期間あり 37 78.7% 12 60.0% 49 73.1%
期間なし 9 19.1% 6 30.0% 15 22.4%
未策定 1 2.1% 2 10.0% 3 4.5%
合計 47 100.0% 20 100.0% 67 100.0%
出典）筆者作成

都道府県 指定都市 合計
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大⥘の策ᐃに際して、どのேࠎの意見の⫈取を行

うのかについては、政策ᙧ成手⥆きの⠊␪である。

㤳長が事前コࣥトࣟーࣝのᙉ໬を志ྥしなければ、

⥲ྜ教育会㆟における㆟論の⤖果により大⥘をᐃめ

ることになるであࢁう。また、⥲ྜ計画や地方教育

振興ᇶ本計画をᐃめる手⥆きとྠ様に、ࢵࣜࣈࣃ

コ࣓ࣥトを実᪋する自治体もあることが᝿ᐃさ・ࢡ

れる。ࡑの一方で、別の会㆟体をタ⨨し大⥘の⣲᱌

を検討させる自治体があったことや、ࡑの会㆟体と

⥲ྜ教育会㆟を┦஫⿵完的にά⏝した自治体は、教

育委員のࡳならࡎᖜᗈく㛵ಀするㅖアࢱࢡーを政策

ᙧ成手⥆きに参加させる㤳長の意ྥがあったことが

᥎論できる。これら自治体では、⌮論的には、㤳長

は事前コࣥトࣟーࣝのᙉ໬を志ྥしたと⪃えられる

が、大⥘策ᐃのためにタ⨨された会㆟が、ࡑのࣟࣉ

スにおいてどのようなᙺ割を果たしたのかは、事ࢭ

前コࣥトࣟーࣝのᙉᙅを検討する上で、㔜要な課題

になると⪃えられる。 
 
���㸬大⥘ࡢᑐ㇟ᮇ㛫 
第 � に、大⥘のᑐ㇟期間についてᩚ⌮する。大⥘

のᑐ㇟期間については、ᨵ正ἲ᪋行㏻▱にも、͆ἲᚊ

ではᐃめられていない と͇あるが、͆地方බඹᅋ体の

長の௵期が � 年であることや、ᅜの教育振興ᇶ本計

画のᑐ㇟期間が � 年であることに㚷ࡳ、� 年㹼� 年を

᝿ᐃ͇とある。ࡑこで、大⥘のᑐ㇟とする期間をᐃ

めるかྰか、およࡧᐃめる場ྜの期間については、

ྛ自治体に௵されている。ࡑこで、大⥘のᑐ㇟とす

る期間をᐃめる場ྜを、「期間あり」、期間をᐃめな

い場ྜを「期間なし」、ᮍ策ᐃ自治体を「ᮍ策ᐃ」と

して表 � にᩚ⌮した。「期間あり」は、都㐨ᗓ┴では

3�（�����）、指ᐃ都ᕷでは 1�（60�0�）ある。「期間

なし」は、都㐨ᗓ┴では �（1��1�）、指ᐃ都ᕷでは

6（30�0�）ある。ᮍ策ᐃは、表 � とྠᩘの自治体で

ある。このことから、多くの自治体では、ᨵ正ἲ᪋

行㏻▱に༶して、大⥘のᑐ㇟期間をᐃめていること

がศかった。一方で、社会≧ἣにᛂじてᙎ力的に変

᭦ྍ⬟なようにと大⥘がᑐ㇟とする期間を特にᐃめ

ないという㐠⏝を行っている自治体もある。また、

特に期間をᐃめない自治体は、都㐨ᗓ┴より指ᐃ都

ᕷに多く、3 割がヱ当することもศかった。 

また、ᑐ㇟期間をᐃめるとした場ྜに、ྛ自治体

ではどのようにᐃめているのであࢁうか。多くの自

治体では、ᨵ正ἲ᪋行㏻▱の㏻り、「� 年㹼� 年」と

する自治体が多かった。また、一ᐃの割ྜの自治体

において、今ᅇの大⥘の策ᐃが᪤存計画の実᪋㏵中

にᐃめることになったことから、次ᅇの大⥘策ᐃに

ついては、⥲ྜ計画や地方教育振興ᇶ本計画のᨵᐃ

に㐃ືして行えるようᑐ㇟期間をᐃめている自治体

があることが㆟事㘓からもㄞࡳ取れた。 
 
表 � 大⥘のᑐ㇟期間 

 

 
�㸬࡟ࡾࢃ࠾ 
 
本稿では、本ே・௦⌮ே論を⌮論ᯟ⤌ࡳとして、

新教育委員会制度をどのようにᤊえることができる

のかについて、⌮論的、実ド的に検討した。まࡎ、

⌮論的には、エーࢩ࢙ࣥࢪー・スラࢡࢵをపῶさせ

るために行われる事前コࣥトࣟーࣝにἢうᙧで新教

育委員会制度の制度タ計が行われていることを☜ㄆ

した。ල体的には、新教育長の௵⏝は、㑅ᢤ方式の

制度ᨵ㠉にあたる。大⥘は、政策ᙧ成手⥆きにあた

る。⥲ྜ教育会㆟は、政策ᙧ成手⥆きと⤌⧊編制に

またがるものとして⌮ゎできる。教育委員会への事

前コࣥトࣟーࣝをᙉ໬する政策手ẁが௜୚されてい

ることから、㤳長がᮃめば、⤫制のⰍᙬがᙉい制度

ᨵ㠉となったことは、⌮論的に☜ㄆできる。 
 次に、新教育委員会制度ᨵ㠉の㐠⏝実ែ、とりわ

け⥲ྜ教育会㆟の㐠⏝実ែからは、㤳長による事前

コࣥトࣟーࣝの度ྜいによって、多様な㐠⏝がなさ

れていることがศかった。ල体的には、事前コࣥト

ࣟーࣝのᙉ໬を志ྥしない自治体では、⥲ྜ教育会

㆟は大⥘をᐃめるためだけに開ദする。大⥘の策ᐃ

についても、᪤存計画で௦᭰し、次年度௨㝆は年 �
ᅇ程度の㐠⏝にとどめるといったものである。これ

期間あり 37 78.7% 12 60.0% 49 73.1%
期間なし 9 19.1% 6 30.0% 15 22.4%
未策定 1 2.1% 2 10.0% 3 4.5%
合計 47 100.0% 20 100.0% 67 100.0%
出典）筆者作成

都道府県 指定都市 合計
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新教育委員会制度下での㤳長による教育委員会の⤫制 

らの自治体では、㤳長の教育委員会への委௵の程度

が高いか、もしくは、㤳長が教育政策への㛵୚をᅇ

㑊する意ᅗをㄞࡳ取ることができる。 
一方で、⥲ྜ教育会㆟を⏝いて、㤳長部ᒁによる

͆⥲ྜᛶ͇を高めようとする自治体もあった。ල体

的には、㈈政当ᒁの㛵ಀ者をฟᖍさせ、ண⟬㠃での

協ㄪや⤫制を行おうとする自治体、㤳長௚部ᒁと教

育委員会との事業の㐃携を一ᒙຠ果的に進めようと

する自治体が見受けられた。 
この௚にも、⥲ྜ教育会㆟の開ദᅇᩘが多い自治

体では、当ヱ自治体の「教育の⌧≧」に㛵する様ࠎ

なᩘ್やࢹーࢱが会㆟㈨ᩱとしてሗ࿌され㆟論する

自治体もあれば、全ᅜ学力・学⩦≧ἣㄪᰝの⤖果の

ศᯒに᫬間をかけ、当ヱ自治体での学力ྥ上にᚲ要

な᪋策について、㆟論する自治体もあった。㤳長が

教育政策に㛵ᚰを有することは、ᚲࡎしもᝏいこと

ばかりではない。当ヱ自治体の⨨かれている≧ἣに

ついてエࣥࢹࣅスやࢡ࢓ࣇトをᢲさえた上で、ᚲ要

な᪋策を実⌧するための政治的協力を得る機会とし

ても⥲ྜ教育会㆟はά⏝されてⰋい。 
 ௨上のような㐠⏝のࣦࣜ࢓エーࣥࣙࢩを⪃៖する

と、新教育委員会制度において㤳長に௜୚された事

前コࣥトࣟーࣝをᙉ໬する政策手ẁが、「ᙉᶒ的」に

行౑される実ែはᚲࡎしもほᐹされない。これは、

�01�年度1年間の㐠⏝実⦼にᇶ࡙くものであるため、

⥅⥆的なほᐹがᚲ要である。ࡑの一方で、㤳長が事

前コࣥトࣟーࣝのᙉ໬を志ྥしない実ែもあること

は、㤳長から教育委員会への委௵は、一ᐃ程度行わ

れているというゎ㔘もྍ⬟である。ࡑのため、本稿

は、委௵にᇶ࡙く㤳長・教育委員会間㛵ಀをศᯒす

るどᗙをᥦ౪することができたのではないか。 
 本稿の課題としては、ᕷ町村の⥲ྜ教育会㆟や大

⥘の策ᐃ≧ἣについて触れておらࡎ、いかなる方ἲ

を᥇れば、ຠ⋡的な᝟ሗ཰集を行えるのかについて

は、今後の検討課題としたい。また、ごく一部の自

治体において、⥲ྜ教育会㆟を⏝いて、義務教育学

校のタ⨨を㆟論する様子も見受けられたが、⥲ྜ教

育会㆟のタ⨨により、当ヱ自治体の新つ教育政策の

導入や、᪤存政策の㌿᥮、ᗫṆは実ែとしては⌧᫬

Ⅼでは、ほᐹされていないため、教育政策のア࢘ト

トにどのようにᙳ㡪を୚えているのかについてࢵࣉ

の検討も今後の課題としたい。 
 
【௜記】 
 本研究は、-636 科研㈝ 1�-1���6、1�+03��6 の助

成を受けたものである。 
 
ト 

 
1 自Ẹඪが下㔝後、教育෌生実行本部を開きᥦゝを

まとめる中で、教育委員会制度ᨵ㠉も㆟論のಋ上に

ᣲがっていたことは、もっと╔┠されてもⰋい（例

えば、Ⲩ஭ �01�）。 
� ⥲ྜ教育会㆟は、「㤳長と教育委員会の協㆟会」と

して開ദされていたものが「原ᆺ」ではないかと⪃

えられ、͆㤳長と教育委員会の㐃携をᅗってきた自治

体にとっては、⥲ྜ教育会㆟は、⌧≧『㏣ㄆ』͇（ᑠ

ᕝ �01�㸸�� 㡫）だとの指᦬もある。 
3 政治学や行政学で㆟論される、いわࡺる本ே・௦

⌮ே論は、行政委員会制度を᥇る教育委員会に㐺⏝

する場ྜ、委௵のゎ㝖が容᫆でない等一部修正がᚲ

要だが、ヨ論として本ே・௦⌮ே論からᤊえた新教

育委員会制度についてศᯒする。 
� ここでいう事前と事後とは、͆ᐁ൉が政策Ỵᐃや実

᪋を行うことにᑐして、᫬間的に先行するのかྰか

をᇶ準 （͇᭮ᡃ �013㸸�� 㡫）としている。 
� ௨後、͆ 事前コࣥトࣟーࣝ に͇ゝཬする際は、᭮ ᡃ

の⏝ἲとするが、引⏝➢は省␎する。 
6 ௨後、事前コࣥトࣟーࣝの 3 つのᙧែである͆㑅

ᢤ方式 、͇͆ 政策ᙧ成手⥆き 、͇͆ ⤌⧊編制͇にゝཬす

る際は、᭮ᡃの⏝ἲとするが、引⏝➢は省␎する。 
� ᭮ᡃは自⏤௵⏝と政治௵⏝がΰྠされがࡕである

ことを指᦬し、ཝᐦに㐪いを区別すれば、自⏤௵⏝

には身ศಖ㞀があるが、政治௵⏝には௵࿨ᶒ者によ

る͆ 実㉁的な⨭ච（ఇ⫋などをྵࡴ）͇ があり、身ศ

ಖ㞀がないとᩚ⌮している（᭮ᡃ �013㸸��－�6 㡫）。 
� ௨下のศᯒにおいて、「都」、「㐨」、「ᗓ」、「┴」は

区別せࡎ、一ᣓして「都㐨ᗓ┴」と表記する。 
� 開ദᅇᩘは、⥲ྜ教育会㆟として開ദされたもの

をᩚ⌮しており、大⥘をᐃめるためにタけられた検

討会㆟等は、開ദᅇᩘとしては࢝࢘ࣥトしていない。 
10 企画⣔には、企画部や企画ᒁだけではなく、ᗇ内

⤌⧊体⣔を☜ㄆしたうえで、「（⥲ྜ）政策ᒁ」や「ۑ

 。ᡓ␎（本）部」といったものもྵんでいるۑ
11 文໬・ス࣏ーࢶ部ᒁを㤳長部ᒁへ⛣行させている

自治体があることを㋃まえ、本᮶のᡤᤸ事務から「教

育⣔」とした。 
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1� 㔠஭は、⥲ྜᛶを͆ᅜと自治体を┦஫に㐃㛵させ

て自治制度をᵓ⠏するという⼥ྜᛶと、自治体ࣞ࣋

ࣝでのྛ✀行政ศ㔝をྍ⬟な㝈りᗈくໟᣓしようと

する⤫ྜᛶとを、ྜわせたもの （͇㔠஭ �00�㸸� 㡫）

としており、ཝᐦにゝえば、ここでいう⥲ྜᛶは、

͆⤫ྜᛶ͇のഃ㠃がᙉいともゝえる。 
 
ཧ⪃ᩥ⊩ 
 
㟷木ᰤ一「教育行政のᑓ㛛ᛶとேᮦ育成」『年ሗ行政

研究』第 �0 号、�01� 年、��－�6 㡫 
Ⲩ஭ⱥ治郎「政治୺導ᆺ教育ᨵ㠉の正⤫ᛶ・正当ᛶ」

『学校教育研究』第 �� 号、�01� 年、�0－�6 㡫 
ᑠᕝ正ே「�01� 年地教行ἲᨵ正と「新」教育委員会

をめࡄる課題」ᆤ஭⏤実・Ώ部᫛⏨編『地方教育

行政ἲのᨵᐃと教育࢞バࣥࢼス』୕学ฟ∧、�01�
年、��－103 㡫 

ᑠᕝ正ே・村上祐介「ᑐㄯ 新しい教育委員会制度の

㐠⏝上の課題を᥈る」『教⫋研修』第 �� ᕳ第 11
号、�01� 年、�0－�� 㡫 

㔠஭฼அ『自治制度』東京大学ฟ∧会、�00� 年 
᭮ᡃㅬᝅ『行政学』有ᩫ㛶、�013 年 
᭮ᡃㅬᝅ「ᐁ൉制研究の㏆年のືྥ㸸エーࢩ࢙ࣥࢪ

ー⌮論・⤌⧊論・Ṕྐ的制度論（上）」『行政⟶⌮

研究』1�� 号、一⯡㈈ᅋἲே行政⟶⌮研究ࢱࣥࢭ

ー、�016 年、3－1� 㡫 
㧘ᶫ哲「新教育委員会制度の研究ືྥ」『教育制度学

研究』第 �� 号、東ಙᇽ、�01� 年、��6－��� 㡫 
㎷村㈗ὒ「新『教育長』はこれまでとどう変わるの

か㸽」村上祐介編『教育委員会ᨵ㠉の � つの࣏イ

ࣥト』学事ฟ∧、�01� 年、�6－�3 㡫 
本田哲也「教育委員会制度⛣行期の教育長௵⏝

ʊ�01� 年ᨵ正地教行ἲの経過ᥐ⨨に╔┠してʊ」

『日本教育政策学会年ሗ』第 �3 号、�016 年、1��
－13� 㡫 

文部科学省「新教育委員会制度への⛣行（⥲ྜ教育

会㆟、大⥘、新教育長）に㛵するㄪᰝ」、�01� 年 
KWWS���ZZZ�PH[W�JR�MS�DBPHQX�FKLKRX�BBLFV)LOHV�DILHO
GILOH��01��0�����1360311B1�SGI （最終アࢭࢡス

日㸸�016 年 � 月 � 日） 
 
 

 
 
文部科学省「新教育委員会制度への⛣行に㛵するㄪ

ᰝ（平成 �� 年 1� 月 1 日⌧ᅾ）」、�016 年
KWWS���ZZZ�PH[W�JR�MS�DBPHQX�FKLKRX�BBLFV)LOHV�DILHO
GILOH��016�03�0��136��66B1B1�SGI （最終アࢭࢡス

日㸸�016 年 � 月 � 日） 
村上祐介「教育委員会ᨵ㠉からࡳた地方自治制度の

課題」『自治⥲研』�30 号、�01� 年、��ʊ�1 㡫 
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